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黄檗駅周辺地区交通バリアフリー基本構想策定について 

１．黄檗駅周辺地区基本構想策定の背景                       

宇治市では平成１７年に「宇治市交通バリアフリー全体構想」を策定し、重点整備地区と位置付けた

宇治、大久保の２地区で基本構想を策定するなどバリアフリー化に関する事業を進めてきました。しか

し、それ以外の地域では駅及びその周辺のバリアフリー化が進んでいないことや、平成１８年に「高齢

者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」(以下、「バリアフリー新法」)が施行、平成２３

年に国の基本方針が改められるなど、新たな基準が設けられたことから、本市においても、さらにバリ

アフリー化を推進するため、平成２７年３月に全体構想の改訂を行いました。 

この改訂の中で黄檗駅周辺地区をはじめ、新たに重点整備地区として位置付けた地区は、基本構想を

策定し、各施設管理者と連携し、移動等の円滑化を推進することとなりました。 

 

【国】             【市】 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料１ 

平成28年度は「黄檗駅周辺地区」で基本構想を策定 

交通バリアフリー法の施行 
【対象】駅等の旅客施設、電車・バス等の車両、 

駅を中心とした周辺道路等 

平成 12年 

国の基本方針 
利用者数5,000人/日以上の駅が対象 
目標年度は平成 22年度 

バリアフリー新法の施行 
【対象】旅客施設、周辺道路等のほか、建築物、 

路外駐車場、都市公園等も対象施設に 

平成 18年 

ハートビル法と統合・拡充 

国の基本方針変更 
利用者数3,000人/日以上の駅を対象に拡充。 
目標年度は平成 32年度に設定。 

平成 23年 

「宇治市交通バリアフリ

ー全体構想」の策定 

平成 17年 

「宇治市交通バリアフリ

ー全体構想」の見直し 

平成 26年 

宇治市交通バリアフリー全体構想改訂版策定 

木幡、黄檗、伊勢田の 3地区を新たに「重点整備地区」に選定 

平成27年 3月 

【基本構想策定】 
←平成 18年 11月大久保駅周辺地区 
←平成 19年 3月宇治駅周辺地区 

【基本構想策定】 
←平成 28年 3月木幡駅周辺地区 
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２．黄檗駅周辺地区の概要                               

（１）人口の動向と高齢化率 

本市の平成28年4月1日現在の人口は189,136人で、65歳以上の人口は51,165人、高齢化率は 

27.1 ％となっています。 

一方、黄檗駅周辺の人口は18,224人で、65歳以上の人口は4,869人、高齢化率は26.7％となっ

ており、宇治市全体の高齢化率とほぼ同じ値となっております。 

宇治市及び黄檗駅周辺の高齢化率 

宇 治 市 

総 人 口 189,136 人 

高齢者（65歳以上）人口 51,165 人 

高齢化率 27.1 ％ 

黄檗駅周辺 

総 人 口 18,224 人 

宇治市全体に占める人口の割合 9.6 ％ 

高齢者（65歳以上）人口 4,869 人 

高齢化率 26.7 ％ 
【資料】宇治市住民登録数 平成28年4月1日現在（外国人を含む）、黄檗駅周辺の人口は大字「五ケ庄、羽戸山」の人口を集計 

 

（２）主要な日常生活の施設 

地区内にある公共施設として、東宇治コミュニティセンターや黄檗公園などがあり、教育施設と

しては東宇治幼稚園や宇治黄檗学園、東宇治中学校などがあります。その他、医療施設や福祉施設

が立地しています。 

 

（３）移動に関する現況 

①公共交通機関 

ＪＲ奈良線と京阪宇治線が南北に並行して走っており、ＪＲ黄檗駅と京阪黄檗駅の距離はおよそ

２５０ｍと近接しています。 

１日当たりの利用者数（平成２６年度・乗降客数）は、ＪＲ黄檗駅では７，５３９人、京阪黄檗

駅では６，４４３人となっており、黄檗地域の主な公共交通手段となっています。 

京阪黄檗駅は、バリアフリー化が完了しているものの、ＪＲ黄檗駅では跨線橋の階段でしか反対

側のホームに行くことができず、移動経路のバリアフリー化が必要となっています。 

また、ＪＲ黄檗駅から羽戸山や京阪宇治駅、近鉄大久保駅方面へ路線バスが運行されており、Ｊ

Ｒ黄檗駅での路線バス利用者数は１日当たり２７２人（平成２７年度・乗降客数）となっています。 

②道 路 

南北に走る府道京都宇治線や市道宇治五ケ庄線を軸に道路網を形成しています。府道京都宇治線

や市道宇治五ケ庄線では、歩道の整備が進められています。 
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３．バリアフリーの制度について                           

（１）法の目的 

高齢者、障害者等の移動上及び施設の利用上の利便性及び安全性の向上の促進を図り、もって公共

の福祉の増進に資することを目的とする。 

（２）法の枠組み 

バリアフリー新法では、次の通り「国の基本方針」「基準適合義務等」「重点整備地区における移動

等の円滑化の重点的・一体的な推進」についての規定等が定められている。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
・移動円滑化の意義及び目標 
・移動円滑化のために施設設置管理者が講ずべき措置に関する基本的な事項 
・基本構想の指針となるべき事項ほか 

国の基本方針 

 
・以下の施設について、新設や改築等に際し移動等円滑化基準に適合させる義務、

既存の施設を移動等円滑化基準に適合させる努力義務 
 
 
 
 
・特別特定建築物でない特定建築物の建築等に際し移動等円滑化基準に適合させ

る努力義務（特定建築物のうち「京都府福祉のまちづくり条例」に定められた

ものについては義務） 

基準適合義務等 

 
・基本構想の策定（市町村） 

重点整備地区における移動等の円滑化の重点的・一体的な推進 

・旅客施設及び車両等 ・一定の道路 ・一定の路外駐車場 

・都市公園の一定の公園施設 

・特別特定建築物（百貨店、病院、福祉施設等） 

バリアフリー新法 

【基本構想に定める主な事項】(詳細は４ページ) 
１）重点整備地区における移動円滑化の基本方針 

２）重点整備地区の位置及び区域 

３）生活関連施設、生活関連経路とこれらにおける移動円滑化に関する事項 

４）実施すべき特定事業やその他の事業に関する事項 

・施設が集積する地区における重点的、 
一体的なバリアフリー化を図る 

・既存施設等のバリアフリー化推進 

個々の施設等のバリアフリー化を図る 
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（３）基本構想に定める内容 

基本構想に定める内容（バリアフリー新法第２５条関連） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１】重点整備地区における移動円滑化の基本方針 

①基本構想の位置づけ（基本構想と本市が策定した諸計画との関係） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ②基本構想を策定する理由（全体構想より） 

   ・ＪＲ黄檗駅は階段での移動しかできない構造であり、バリアフリー化が必要であること。 

・府道京都宇治線や市道宇治五ケ庄線といった周辺の道路整備事業や黄檗公園の整備事業など

と連携を図り、総合的に整備を進めることが必要であること。 

 

 

１】重点整備地区における移動円滑化の基本方針 
①基本構想の位置づけ、②基本構想を策定する理由、③地区の特性、④移動円滑化の基本的考え方、⑤目標年度 

２】重点整備地区の位置及び区域 
重点整備地区：生活関連施設相互間の移動が通常徒歩で行われる地区、生活関連経路を構成する施設について移

動円滑化の事業が実施されることが特に必要な地区、重点的かつ一体的に実施することが総合的な都市機能の増

進を図るうえで有効かつ適切であると認められる地区 

３】生活関連施設、生活関連経路とこれらにおける移動円滑化に関する事項 
生活関連施設：高齢者、障害者等が日常生活又は社会生活において利用する旅客施設、官公庁施設、福祉施設そ

の他の施設 

生活関連経路：生活関連施設相互間の経路 

４】実施すべき特定事業やその他の事業に関する事項 
特定事業：公共交通特定事業(駅のバリアフリー化等)、道路特定事業など移動円滑化のために必要な施設の整備

に関する事業 

バ
リ
ア
フ
リ
ー

新
法

基本方針

策定基準

事業計画

交通バリアフリー
全体構想改訂版

宇治市第5次総合計画

●宇治市都市計画マスタープラン

●宇治市障害者福祉基本計画

●宇治市地域福祉計画　　等

整合

上位計画

道路

特定事業

交通安全

特定事業

交通バリアフリー
基本構想

公共交通

特定事業
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  ③地区の特性 

・鉄道駅が２駅（京阪黄檗、ＪＲ黄檗） 

・駅周辺は東宇治コミュニティセンター、東宇治幼稚園、宇治黄檗学園、東宇治中学校などの

公共施設のほか医療施設や福祉施設が立地。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ④移動円滑化の基本的考え方 

【全体構想改訂版（平成27年3月）】 

すべての人が安心して出かけられる、やさしさにあふれたまち・宇治 

【都市計画マスタープラン（平成24年10月、地域別構想編・黄檗地域）】 

自然と歴史に恵まれた、心豊かなまち 

安全で住みよいまち 

磨けば輝く可能性を秘めたまち 

⇒ 上記計画の考え方をベースに黄檗駅周辺地区の移動円滑化の基本的な考え方を設定 

 

⑤目標年度【全体構想改訂版（平成27年3月）より】 

「重点整備地区において策定される基本構想の整備目標年度は原則平成３２年度とするも

のの、関係機関等との協議状況に応じて柔軟に対応するものとし、宇治市全体の交通バリア

フリー化についてもその進捗に応じて柔軟に対処し、できることから事業を進めていくもの

とします。」 

⇒ 特定事業については「短期的」「中長期的」なものに分類して検討 

「宇治市交通バリアフリー全体構想 改訂版 平成 27年 3月」より 
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２】重点整備地区の位置及び区域 

 ≪重点整備地区の要件（国の基本方針より）≫ 

・「生活関連施設相互間の移動が通常徒歩で行われる地区」とは、生活関連施設が徒歩圏内に

集積している地区を言い、おおむね400ha未満であること。 

・生活関連施設のうち特定旅客施設又は特別特定建築物に該当するものがおおむね３以上ある

こと。 

     ◎特定旅客施設：京阪黄檗駅、ＪＲ黄檗駅 

◎特別特定建築物：東宇治コミュニティセンター・東宇治図書館など 

 

基本方針に基づく重点整備地区の要件は満たしている。 

   

３】生活関連施設、生活関連経路とこれらにおける移動円滑化に関する事項 

生活関連施設の候補：京阪黄檗駅、ＪＲ黄檗駅、東宇治コミュニティセンター・東宇治図書館、 

東宇治幼稚園、宇治黄檗学園、東宇治中学校、その他医療、福祉施設等 

     ・基本構想において生活関連施設と定められた建築物は移動等円滑化のための事業の実施に

努めなければならない。 

  

４】実施すべき特定事業やその他の事業に関する事項 

   特定事業の種類 

特定事業には次のようなものがあります。 

・公共交通特定事業（駅のバリアフリー化） 

・道路特定事業（道路の段差解消や視覚障害者誘導ブロックの設置等） 

・都市公園特定事業、交通安全特定事業（信号機の改良）など 

  （留意事項） 

     ・基本構想に特定事業を定めた場合、その特定事業を実施すべきものには、特定事業計画の

作成と事業の実施の義務が課せられる。 

     ・交通安全特定事業を除き、基準適合義務が課されていないが、できる限り移動等円滑化基

準に適合するように実施する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【特定事業の実施】 

・基本構想に定められた特定事業は、施設設置管理者が事業計画を作成し、

事業を実施する義務 

 

 

 

 

 

【その他の事業の実施】 

・基本構想に定められた特定事業以外の事業を実施する努力義務 

公共交通特定事業 

（旅客施設等） 

道路特定事業 

（特定道路） 
交通安全特定事業 

(信号機等) 

その他の特定事業 都市公園、路外駐車場、建築物など 
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（４）バリアフリー化事業の流れ 

 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．黄檗駅周辺地区におけるバリアフリー化に関する課題          

≪表面化している課題≫ 

①ＪＲ黄檗駅のバリアフリー化 

②ＪＲ、京阪黄檗駅周辺道路の安全対策 

≪表面化していない課題≫ 

タウンウォッチングによりバリアの抽出を行う。⇒ タウンウォッチング進め方は資料２ 

 

 

 

施設設置管理者(自

治体)が国へ補助金

の交付申請手続き 

バリアフリー新法に基づく動き 

交通事業者が国や

府・市へ補助金の交

付申請手続き 

基本構想を策定 

事業着手 

交通事業者が「特定

事業計画」を作成 

特定事業について事業計画を作成 

事業着手 

道路管理者、公園管理者等の公共施

設管理者が「特定事業計画」を作成 
その他の施設管理者が

「特定事業計画」を作成 

宇治市交通バリア

フリー検討委員会 

事業者単 

独で事業 

事業者負担を「国1/3、

自治体 1/3 (府1/6、市

1/6)、交通事業者1/3」

と軽減する仕組み。 

事業着手 

施設設置管理

者単独で事業 

関係機関が協議 

国が事業費の 

一部を負担。 

補助金充当 

可能な事業 

補助金充当 

可能な事業 


